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2026 年 5 月 19 日 

一般社団法人中部経済連合会 

 

経済調査月報（2026 年 5 月） 

 

≪ 内 容 ≫ 

    

   Ⅰ 概況 

１．日銀短観 

２．地域経済報告－さくらレポート－ 

３．ＩＭＦ世界経済見通し 

４．経済産業局基調判断 

   Ⅱ 主要経済指標 

      １．生産・在庫 

      ２．消費 

      ３．住宅・設備投資 

      ４．輸出入 

      ５．雇用 

      ６．企業倒産件数 

      ７．物価 

      ８．エネルギー需要 

      ９．為替相場の推移 

     １０．日経平均株価の推移 

     １１．原油価格の推移 

     １２．長短金利の推移 

   Ⅲ 国内各地域の概況 

      １．地域別業況判断ＤＩ 

      ２．鉱工業生産指数 

      ３．有効求人倍率 

   Ⅳ 中部圏各県の経済概況 

      １．要点総括 

      ２．各県主要経済指標 

   Ⅴ 海外主要経済動向 

      １．実質ＧＤＰ成長率 

      ２．鉱工業生産 

      ３．失業率  

 

＜本月報は、中部経済連合会の総合政策会議の開催月に発行しています＞ 
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Ⅰ 概況 （注：情勢認識は、依拠する資料の公表時点に基づく。）  

 

1.日銀短観（4/1 日本銀行） 

日銀は 4 月 1 日に 3 月の全国企業短期経済観測調査（短観）を発表した。 

企業の景況感を示す業況判断では、全産業は、全国がプラス 18(前回調査比変化なし)

であるのに対し、東海 3 県はプラス 21（同 1 ポイント下落）、静岡はプラス 8（同変化

なし）、長野はプラス 10（同 5 ポイント上昇）となった。 

製造業は、全国がプラス 12(同 1 ポイント上昇)であるのに対し、東海 3 県は 17（同 

１ポイント下落）、静岡はマイナス 1（同 5 ポイント上昇）、長野はプラス 1（同 4 ポ

イント上昇）となった。 

非製造業は、全国がプラス 21 (同 1 ポイント下落)であるのに対し、東海３県はプラ

ス 26（同 3 ポイント下落）、静岡はプラス 17（同 3 ポイント下落）、長野はプラス 20

（同 4 ポイント上昇）となった。 

 

 

＜各産業別の業況判断ＤI＞ 「良い」の構成比－「悪い」の構成比 

  

     

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（出所）日本銀行 全国企業短期観測調査（2026 年 4 月） 
日本銀行 名古屋支店「東海３県の短観」（2026 年 4 月） 
日本銀行 静岡支店「静岡県の短観」（2026 年 4 月） 
日本銀行 松本支店「長野県の短観」（2026 年 4 月） 

 

 

 

 

2025年12月 2026年3月 先行き

全国 18 18 11

東海3県 22 21 11

静岡 8 8 1

長野 5 10 3

全国 11 12 7

東海3県 16 17 7

静岡 -6 -1 -5

長野 -3 1 0

全国 22 21 13

東海3県 29 26 17

静岡 20 17 7

長野 16 20 6

全産業

製造業

非製造業
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＜東海 3 県の短観＞ 

〔調査の概要〕 

  ◎調査時期 ： 2026 年 2 月 26 日～3 月 31 日 
  ◎対  象 ： 688 社（東海 3 県：愛知・岐阜・三重） 
  ◎回 答 率 ： 99.4％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変化幅 変化幅

製造業 100 16 9 17 1 7 -10

20 20 16 26 6 16 -10

28 20 11 18 -2 4 -14

52 13 5 12 -1 4 -8

6 0 5 0 0 15 15

6 -4 0 -9 -5 -9 0

4 15 15 22 7 8 -14

2 12 12 0 -12 -13 -13

5 22 33 28 6 28 0

8 16 6 20 4 -6 -26

8 6 0 3 -3 0 -3

3 34 0 17 -17 0 -17

6 13 0 27 14 4 -23

5 10 6 10 0 11 1

9 16 3 25 9 9 -16

8 24 14 25 1 7 -18

11 27 20 27 0 7 -20

5 27 33 33 6 38 5

非製造業 100 29 21 26 -3 17 -9

19 48 38 42 -6 35 -7

27 26 21 27 1 17 -10

54 23 14 20 -3 11 -9

14 29 20 22 -7 23 1

10 28 25 25 -3 12 -13

6 16 0 11 -5 0 -11

14 27 12 25 -2 5 -20

7 32 20 39 7 22 -17

11 39 33 30 -9 31 1

9 36 27 36 0 24 -12

3 27 27 27 0 27 0

12 11 5 20 9 8 -12

7 52 43 52 0 48 -4

5 6 23 0 -6 0 0

 全産業 22 15 21 -1 11 -10

金属製品

はん用機械

生産用機械

宿泊・飲食サービス

食料品

繊維

木材・木製品

パルプ

化学

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

電気機械

自動車

その他輸送用機械

電気・ガス

中堅企業

中小企業

建設

不動産

大企業

対事業所サービス

対個人サービス

物品賃貸

卸売

小売

運輸・郵便

情報通信

大企業

中堅企業

中小企業

回答社数

ウェイト

（％）

2025年12月調査 2026年3月調査

最近 先行き 最近 先行き

(11.0)

22.0 21.0

(7.0)

16.0 17.0
(17.0)

29.0
26.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

22

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

23

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

24

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

25

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

26

Ⅰ Ⅱ

製造業

非製造業

全産業
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２．地域経済報告-さくらレポート-（2026 年 4 月）[4/6 日本銀行] 

日本銀行は、4 月 6 日に 4 月の地域経済報告を発表した。一部に弱めの動きもみられ

るが、すべての地域で判断を据え置き、景気は「緩やかに回復」「持ち直し」ないし「緩

やかに持ち直し」としている。 

項目別では、「個人消費」については、北海道、東海、九州・沖縄では「底堅く推移」

ないし「堅調に推移」、その他地域では「緩やかに増加」「緩やかに回復」ないし「持

ち直し」とした。「生産」については、東北、北陸は「持ち直し」、東海は「増加基調

にある」とし、その他の地域では「横ばい」ないし「一部に弱めの動き」とした。「設

備投資」については、すべての地域において「緩やかに増加」「増加」ないし「高水準

で推移」と判断。 

 

 

 【2026/1 月判断】 前回と

の比較 

【2026/4 月判断】 

北海道 一部に弱めの動きがみられるが、緩やか

に持ち直している 

→ 一部に弱めの動きがみられるが、緩やかに

持ち直している 

東北 持ち直している → 持ち直している 

北陸 一部に弱めの動きもみられるが、緩やか

に回復している 

→ 一部に弱めの動きもみられるが、緩やかに

回復している 

関東 

甲信越 

一部に弱めの動きもみられるが、緩やか

に回復している 

→ 一部に弱めの動きもみられるが、緩やかに

回復している 

東海 緩やかに回復している → 緩やかに回復している 

近畿 一部に弱めの動きがみられるものの、緩

やかに回復している 

→ 一部に弱めの動きがみられるものの、緩や

かに回復している 

中国 緩やかな回復基調にある → 緩やかな回復基調にある 

四国 緩やかに持ち直している → 緩やかに持ち直している 

沖縄・

九州 

一部に弱めの動きがみられるが、緩やか

に回復している 

→ 一部に弱めの動きがみられるが、緩やかに

回復している 

 

出所：日本銀行「地域経済報告-さくらレポート-（2026 年 4 月）」「各地域の景気判断の概要」 
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3. IMF の世界経済見通し 

IMF は 4 月 14 日、最新の「世界経済見通し」を発表した。 

2026 年の世界経済の成長率は 3.1％と、前回 1 月時点の予測（3.3％）から 0.2 ポイ

ント下方修正された。2026 年 2 月末に発生した中東地域における紛争が世界経済の大き

な障害となっていると指摘した。2027 年の成長率については、3.2％で前回の予測を据

え置いた。この見通しは中東の紛争が短期間で終息し、2026 年央にかけて中東地域の生

産・輸出が正常化する想定にもとづく。 

紛争の長期化を想定した「悪化シナリオ」では、2026 年の世界経済の成長率は 2.5％、

2027 年は 3.0％までそれぞれ低下するとした。さらに影響が大きく長期化する「深刻シ

ナリオ」では、2026 年と 2027 年の成長率が、世界的な景気後退の目安とされる 2％未

満に近づくとの見方を示した。  

日本の 2026 年の成長率見通しについては、政府の財政刺激策と燃料費抑制策の効果

が、海外需要の低迷や中東紛争による逆風を相殺すると ⁠の見方から、据え置いた。 

IMF は、下振れリスクとして、中東情勢のほかに、レアアースを巡る貿易摩擦の激化

を挙げた一方、上振れの可能性として人工知能（AI）関連投資を挙げた。 

 

 

                           実質 GDP 成長率(%) 1 月予測との差(%ポイン

ト) 

2025 年 2026 年 2027 年 2026 年 2027 年 

世界 3.4 3.1 3.2 ▲0.2 0.0 

先進国 1.9 1.8 1.7 0.0 0.0 

米国 2.1 2.3 2.1 ▲0.1 0.1 

ユーロ圏 1.4 1.1 1.2 ▲0.2  ▲0.2 

 ドイツ 0.2 0.8 1.2 ▲0.3  ▲0.3 

英国 1.3 0.8 1.3 ▲0.5 ▲0.2 

日本 1.2 0.7 0.6 0.0 0.0 

新興・途上国 4.4 3.9 4.2 ▲0.3 0.1 

中国 5.0 4.4 4.0 ▲0.1 0.0 

インド 7.6 6.5 6.5 0.1 0.1 

 

   出所：IMF「世界経済見通し（2026 年 4 月）」を基に作成 
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4．経済産業局基調判断（全国・中部・関東・関西：2 月） 

当地域の景気は、緩やかに持ち直している。 

生産動向は、主力の輸送機械は、自動車の生産が新型モデルへの切替えに伴う生産減少から回復傾向にあり、

全体としては堅調に推移していることから、持ち直しの動きがみられる。生産用機械は、金属工作機械を中心

に需要拡大の兆しがみられるものの、一部で設備投資に慎重な姿勢が続いており、横ばいとなっている。電子

部品・デバイスは、データセンターや AI サーバー向けに集積回路が好調なことに加え、電子部品も AI サーバ

ー向けに持ち直しており、緩やかに増加している。他業種を含めた複合的な要因を考慮して、5 ヵ月連続で「持

ち直しの動きがみられる」と判断した。 

需要動向は、個人消費は持ち直している。設備投資は、東海・北陸ともに、全産業、製造業、非製造業で前

年度を上回る見込みとなった。住宅投資は新設住宅着工戸数が 2 ヵ月連続で前年同月を上回った。輸出は、2

ヵ月ぶりに前年同月を下回った。雇用は有効求人倍率が 2 ヵ月ぶりに低下した。 

先行きについては、海外経済の動向や為替変動、不安定な世界情勢等によって引き続き不透明な状況が続い

ており、今後の動向を注視していく必要がある。 

 

項目 

中部 全国 関東 関西 

判
断
変
化 

基調判断 

判
断
変
化 

基調判断 

判
断
変
化 

基調判断 

判
断
変
化 

基調判断 

景気全般 → 
緩やかに持ち直

している 
→ 

緩やかに回復している

が、中東情勢の影響を

注視する必要がある 

→ 

一部に弱い動きがみ

られるものの、緩やか

に改善している 

→ 
一部に弱い動きがみ
られるものの、緩やか
に持ち直している 

生産 → 
持ち直しの動き

がみられる 
→ 横ばいとなっている → 一進一退ながら弱含み → 

緩やかな持ち直し

の動き 

個人消費 → 持ち直している ↘ 

持ち直しの動きがみら

れるが、消費者マインド

がこのところ弱い動き

となっていることに注

意が必要である 

→ 
緩やかな上昇傾向に

ある 
→ 

物価上昇の影響が

みられるものの、緩

やかに改善してい

る 

設備投資 → 

東海・北陸ともに、

全産業・製造業・非

製造業において、前

年度を上回る見込

みとなっている 

→ 持ち直している → 
前年度を上回る見込

み 
→ 増加している 

住宅投資 → 
新設住宅着工戸数

が 2ヵ月連続で前年

同月を上回った 

→ 弱含んでいる → 
２ヵ月連続で前年

同月を下回った 
→ 弱含みで推移 

輸出 ↘ 
2 ヵ月ぶりに前年
同月を下回った 

→ 
おおむね横ばいとな

っている 
→ 

7ヵ月連続で前年同
月を上回った 

→ 
輸出は前年同月を

上回った 

雇用 ↘ 
有効求人倍率が 2か

月ぶりに低下した 
→ 

改善の動きがみられ

る 
→ 

緩やかに改善して

いる 
→ 

緩やかに持ち直し

ている 

＊判断変化：基調判断の前回月報からの変化の方向を示す 
        ↗：上方修正    →：前回と同じ    ↘：下方修正 
 

（資料）中部：中部経済産業局「最近の管内総合経済動向」（4 月 16 日） 

全国：内閣府「月例経済報告」     （4 月 23 日） 

関東：関東経済産業局「管内の経済動向」（4 月 22 日） 

関西：近畿経済産業局「近畿経済の動向」（4 月 16 日） 
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Ⅱ 主要経済指標 
 １．生産・在庫 

① 鉱工業生産指数（2020 年=100）                    4 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局）、東海３県：愛知、岐阜、三重 

「鉱工業生産・出荷・在庫指数」（経済産業省） 
 

 
② 鉱工業生産指数 ≪主要業種≫（東海３県、前年同月比、％）      4 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局） 
 
 
③ 鉱工業生産在庫指数（2020 年=100）                 4 月 30 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局）、中経局管内：東海３県、富山、石川 

「鉱工業生産・出荷・在庫指数」（経済産業省） 
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２．消費 

① 大型小売店販売[百貨店＋ｽｰﾊﾟｰ]（既存店､前年同月比､％）         4 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「管内大型小売店販売概況」（中部経済産業局）、「商業動態統計調査」（経済産業省） 
 
 
② 乗用車新規登録台数（前年同月比、％）                  4 月 16 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）中部経済産業局資料 
 
 
 ③ 延べ宿泊者数（前年同月比、％）                4 月 30 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」  
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３．住宅・設備投資 

① 新設住宅着工戸数（前年同月比、％）                  4 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「建築着工統計調査報告」（国土交通省）、中部：岐阜、静岡、愛知、三重 
 
 
② 設備投資計画判断(現況判断：｢積増し｣－｢縮小･繰り延べ｣)          3 月 9 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）本会アンケート調査（3 月） 
 
 
③ 工作機械受注(全国、前年同月比、％)                   4 月 9 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「工作機械統計」（日本工作機械工業会） 
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４．輸出入 

① 通関輸出額(前年同月比、％)                     4 月 22 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内貿易概況」（名古屋税関）、「貿易統計」（財務省） 
 
 
② 通関輸出額 ≪相手先別≫(中部５県、前年同月比、％)         4 月 22 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内貿易概況」（名古屋税関） 
 
 
③ 通関輸入額(前年同月比、％)                    4 月 22 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内貿易概況」（名古屋税関）、「貿易統計」（財務省） 
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① 雇用判断(現況判断：｢不足｣－｢過剰｣)                   3 月 9 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）本会アンケート調査（3 月） 
 
 
② 有効求人倍率(倍)                            4 月 28 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 
 
 
③ 完全失業率(％)                             4 月 28 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「労働力調査」（総務省）、東海は四半期データ 
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６．企業倒産件数（前年同月比、％）                       5 月 13 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「中部地区の企業倒産動向」・「全国企業倒産状況」（東京商工リサーチ） 
 
 
７．物価(全国、前年同月比、％)                                       4 月 24 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「消費者物価指数」（総務省統計局）、「企業物価指数」（日本銀行） 
 
 
８．エネルギー需要(前年同月比､％)                     4 月 30 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「電力」は高圧・特別高圧（中部電力）。 

「都市ガス」は「ガス事業生産動態統計」（資源エネルギー庁）。管内は愛知県、三重県、
岐阜県、静岡県の一部、石川県、富山県。 
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９．為替相場の推移（日次、終値、円／ドル）       4 月平均  159.28 円／ドル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．日経平均株価の推移（日次、終値、円）           4 月平均  57,245.82 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高市政権の発足以降、積極的な財政政策や金融緩和の継続への期待を背景として、1/23 には一時

1 ドル＝159 円台まで円安が進んだ。一方、同日の日米金融当局によるレートチェック実施を受け、

日米協調による為替介入への警戒感から、1 ドル＝150 円台前半まで円高が進む場面がみられた。 

○その後は中東情勢の緊迫化による「有事のドル買い」や、原油価格上昇による日本の貿易収支悪

化への懸念などから、1 ドル＝160 円近くの円安水準で推移していたが、大型連休中に 1 ドル＝155

円前後まで急激に円高が進み、市場では政府の為替介入の可能性が指摘されている。 

〇中東情勢悪化の長期化が意識されると、日本の貿易赤字拡大や財政支出拡大への懸念などから、

円安・ドル高の流れが加速する可能性がある。一方、1 ドル＝160 円を超える円安になると、当局に

よる為替介入が意識されることから、当面は 1 ドル＝150 円台後半での展開が続く可能性がある。 

〇次の焦点は、6/15-16 に開催予定の日銀金融政策決定会合とみられる。このタイミングで日銀が追

加利上げに踏み切り、金融引き締め姿勢を明確に打ち出せば、日米金利差の縮小期待から円高に転

じることも想定される。逆に、日銀の追加利上げが先送りとなり、インフレ懸念などから米国の追

加利下げも見送られると、日米金利差の縮小期待は弱まり、円安が加速する可能性がある。 
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12．長短金利の推移（日次、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （資料）９～１２．日本経済新聞「市場体温計」等のデータを基に本会作成 
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Ⅲ 国内各地域の概況 

１．地域別業況判断ＤＩ（日銀「短観」地域別業況判断ＤＩ(全産業)期間：2025 年 6 月～2026 年 6 月(予測)）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．鉱工業生産指数 （期間：2025 年 3 月～2026 年 2 月 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）鉱工業指数（経済産業省、各経済産業局） 2020 年=100 
 
 
 
 
３．有効求人倍率 （期間：2025 年 3 月～2026 年 3 月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 北陸：富山､石川､福井 関東甲信越：茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野 
東海：岐阜､静岡､愛知､三重 近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 
四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 

 

 

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 関東：茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野､静岡 
中部：愛知､岐阜､三重､富山､石川 近畿：福井､滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 
四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 

  

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 南関東：埼玉､千葉､東京､神奈川 北関東甲信：茨城､栃木､群馬､山梨､長野 
北陸：新潟､富山､石川､福井 東海：岐阜､静岡､愛知､三重 近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 
中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 
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Ⅳ 中部圏各県の経済概況 

１． 要点総括 

 

＊判断変化：基調判断の前回月報からの変化の方向を示す 

↗：上方修正 →：前回と同じ ↘：下方修正 

 

（資料）長野県：財務省関東財務局「最近の県内経済情勢」 

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県：財務省東海財務局「最近の管内経済情勢について」  

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

2026年

4月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2026年

1月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2025年

10月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2025年

7月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2025年

4月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
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２． 各県主要経済指標 

① 鉱工業生産指数（2020 年=100）                         5 月 7 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   （資料）「鉱工業生産指数」（経済産業省）、各県 HP 
 
 

 
② 鉱工業在庫指数（2020 年=100）                       5 月 7 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  （資料）「鉱工業生産指数」（経済産業省）、各県 HP  
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③ 大型小売店販売額（既存店、前年同月比、％）               4 月 15 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「商業動態統計調査月報」（経済産業省） 
 
 

 
④  消費者物価指数（前年同月比、％ 2020 年＝100）            4 月 24 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「消費者物価指数」（総務省統計局） 
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⑤  新設住宅着工戸数（前年同月比、％）                  4 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「建築着工統計調査報告」（国土交通省） 
 

 
 
⑥  有効求人倍率（倍）                             4 月 28 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 
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⑦  企業倒産件数（件）                              5 月 13 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （資料）「全国企業倒産状況」（東京商工リサーチ） 
 
 

⑧  延べ宿泊者数（人泊）                          4 月 30 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 
 
⑨  外国人延べ宿泊者数（人泊）※全国の数値はグラフ右側を参照     4 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」  
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Ⅴ 海外主要経済動向 

  

１．実質ＧＤＰ成長率（％） 

 

 

２．鉱工業生産（前年同月比、％） 

 

 

１． 失業率（％） 

 
 

（資料）１～３．外務省国際経済課「主要経済指標」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年 2024年
1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

日 本 前期比年率 1.2 ▲ 0.2 5.3 0.9 ▲ 3.7 0.0 ▲ 1.8 1.7 1.8 2.9 0.9 2.3 ▲ 1.8 -
ア メ リ カ 前期比年率 2.9 2.8 2.9 2.5 4.7 3.4 0.8 3.6 3.3 1.9 ▲ 0.6 3.8 4.4 0.7
ユーロ圏 前期比年率 0.4 0.9 ▲ 0.1 0.8 ▲ 0.1 0.2 1.1 0.8 1.8 1.6 2.4 0.6 1.2 0.8
ド イ ツ 前期比年率 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.9 ▲ 0.3 0.0 ▲ 1.1 ▲ 0.4 ▲ 1.0 0.1 0.7 1.5 ▲ 0.8 ▲ 0.1 1.2
フ ラ ン ス 前期比年率 1.4 1.2 0.3 3.6 0.9 1.8 0.4 0.8 1.5 ▲0.1 0.5 1.4 2.2 0.9
イ ギ リ ス 前期比年率 0.3 1.1 0.2 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 3.7 1.8 0.0 0.4 3.0 1.4 - -
中 国 前年同期比 5.4 5.0 4.7 6.5 5.0 5.3 5.3 4.7 4.6 5.4 5.4 5.2 4.8 4.5
韓 国 前期比年率 1.6 2.0 1.4 2.8 3.2 2.0 4.8 ▲ 0.9 0.4 0.3 ▲ 0.9 2.7 5.4 ▲ 0.6
ブラ ジ ル 前年同期比 3.2 3.4 4.4 3.9 2.4 2.4 2.5 3.5 4.1 3.6 3.1 2.4 1.8 1.8
ロ シ ア 前年同期比 4.1 4.3 ▲ 0.9 5.3 6.2 5.3 5.4 4.3 3.3 4.5 1.4 1.1 0.6 -
イ ン ド 前年同期比 9.2 6.5 6.9 9.7 9.3 9.5 8.4 6.5 5.6 6.4 7.4 7.8 8.2 -

2025年2024年2023年

2023年 2024年
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

日 本 ▲ 1.3 ▲ 2.6 0.0 ▲0.7 ▲2.9 3.4 ▲1.5 ▲3.3 2.2 0.1 ▲ 4.2 0.9 0.7 ‐
ア メ リ カ 0.2 ▲ 0.3 0.9 0.4 0.0 0.4 1.9 1.0 1.8 1.6 2.4 1.5 2.3 1.4
ユ ー ロ 圏 ▲ 1.7 ▲ 3.0 3.6 0.0 3.0 0.6 2.0 1.3 1.3 1.9 2.2 2.2 ▲1.2 ‐
ド イ ツ ▲ 1.9 ▲ 4.6 ▲ 0.1 ▲ 2.6 0.0 ▲ 2.0 2.0 ▲ 3.9 ▲ 0.9 1.2 1.0 0.5 ▲1.6 ‐
フ ラ ン ス 0.9 ▲ 0.1 0.5 ▲ 1.8 ▲ 1.2 2.1 2.0 0.1 1.3 1.6 1.7 1.5 2.3 ‐
イ ギ リ ス ▲ 0.8 ▲ 1.2 1.4 ▲ 0.7 ▲ 2.7 2.8 0.5 ▲ 2.5 0.4 0.3 0.6 2.0 ▲2.5 ‐
中 国 4.8 5.4 7.7 6.1 5.8 6.8 5.7 5.2 6.5 4.9 4.8 5.2 ‐ ‐
韓 国 ▲ 2.5 4.1 5.6 5.0 0.7 3.7 6.9 2.2 14.4 ▲ 7.6 0.0 1.4 7.1 ‐
ブ ラ ジ ル 0.1 3.1 3.5 ▲ 0.5 3.4 ▲ 1.3 0.3 ▲ 0.7 2.0 ▲ 0.5 ▲ 1.4 ▲ 0.1 0.2 ‐
ロ シ ア 4.3 4.6 0.2 1.3 1.2 2.1 1.5 1.0 1.1 2.5 0.4 3.7 ‐ ‐
イ ン ド 5.8 4.4 3.9 2.6 1.9 1.5 4.3 4.1 4.6 0.5 7.2 8.0 4.8 ‐

2025年 2026年

2023年 2024年 2025年
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

日 本 2.6 2.6 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.3 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.7 ‐
ア メ リ カ 3.6 4.0 4.3 4.2 4.2 4.2 4.1 4.2 4.3 4.4 - 4.5 4.4 4.3 4.4
ユ ー ロ 圏 6.5 6.3 6.3 6.4 6.3 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.3 6.3 6.2 ‐
ド イ ツ 3.1 3.4 3.8 3.6 3.7 4.7 3.8 3.8 3.8 3.8 3.9 3.9 4.0 4.0 ‐
フ ラ ン ス 7.3 7.4 7.7 7.6 7.5 2.2 7.6 7.7 7.7 7.8 7.9 7.9 7.8 7.7 ‐
イ ギ リ ス 4.1 4.3 4.8 4.6 4.7 2.7 4.7 4.8 5.0 5.1 5.1 5.2 5.2 ‐ ‐
韓 国 2.7 2.8 2.8 2.9 2.7 6.2 2.7 2.7 2.8 2.7 2.7 2.8 3.3 3.0 2.9
ブ ラ ジ ル 8.0 6.9 6.0 7.0 6.6 0.0 5.8 5.6 5.6 5.6 5.4 5.2 5.1 5.4 5.8
ロ シ ア 3.2 2.5 2.2 2.3 2.3 0.0 2.2 2.2 2.1 2.2 2.2 2.1 2.2 2.2 ‐

2025年 2026年


